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年利、％

2017/1　①6.25％　②6.65％　③6.41％

（月末値）
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（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2017 年２月号（Ｎｏ．８６） 

インド景気は、企業部門には緩やかな回復の動きもみられるが、総じて弱含みが続いている。企業部門に関し

ては、２０１６年１２月の輸出が前年比+５．７％と伸びを高め、２０１７年１月の製造業ＰＭＩも５０．４と中立水準の

５０を上回った。しかしながら、家計部門をみると、２０１６年１２月の新車販売台数（前年比-１．４％）が２０１５年

６月以来の減少に転じるなど、高額紙幣の廃止に伴う混乱の悪影響により個人消費は落ち込んだ。また実体経

済に半年程度先行するＯＥＣＤ景気先行指数は１１月に９９．９と２か月続けて低下し、長期平均線を下回った。 

【今月のトピック：注目される地方議会選挙の動向】 インドでは、２月から３月にかけて５つの州で地方議会選挙が実

施される。５州のうち、ウッタルプラデシュ州は人口が約２億人の最大州であり、伝統的に中央政府の政界に大きな影

響を及ぼしてきたため、結果が特に注目されている。モディ首相は、昨年１１月に高額紙幣の廃止を突然に断行し、新

紙幣の供給が不足したことから、経済に混乱が発生した。地方選で与党のインド人民党が勝利すれば、新紙幣導入は

支持されたことになる。一方、与党が敗退した場合には、モディ首相の政治的指導力が低下することが予想される。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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(注)日経/マークイット発表。
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新車販売台数(乗用車)

0

5

10

15

20

25

30

35

2013年 2014 2015 2016 2017

万台

2016/12　22.8万台（前年比-1.4％、11月は同+1.8％）

12か月後方移動平均

直接投資純流入額

0

1

2

3

4

5

6

7

2013年 2014 2015 2016 2017

10億ドル

2016/11　28.1億ドル

３か月移動平均

マネーサプライ

-30

-20

-10

0

10

20

30

2013年 2014 2015 2016 2017

①Ｍ１ ②Ｍ３

前年比、％

2017/1　①-17.5％　②+6.1％

卸売物価指数

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

2013年 2014 2015 2016 2017

食品等 燃料 製造品 その他 総合

前年比、％

2016/12　+3.39％

（注）各構成項目は全体の上昇率（総合）への寄与度を意味する。

グラフで見るインド経済 2017 年２月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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